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[image: image5.emf][image: image6.emf] 急激な物価上昇が家計、商売に大打撃を与えています。野党各党は経済対策として、消費税の減税を求めています。立民、共産、れいわ、社民の４党と無所属の議員は共同で消費税減税法案を衆院に提出しましたが、岸田首相は一貫して拒否しています。
世界９０カ国・地域がインフレ対策として、消費税減税を実施し、国民のくらしを守ろうとしています。
参議院選挙では、暮らしと経済を支える消費税の減税などに踏み出すかどうかが大きな争点です。
消費税減税を掲げる政党は右表の通りです。与党だけが消費税減税を拒否しています。
政府は「社会保障の財源」「税率変更に伴うシステム改修が大変」などと強調しますが、事実は全く違います。
　社会保障は歴代自公政権のもとで、削減、縮小されてきました。物価上昇の時に年金を削減するなど、冷たい姿勢は岸田政権にも引き継がれています。税率変更に伴うシステム改修は、すでに税率が変わることを前提にしたシステム設計がされており、大きな手間はかかりません。
参院選は、消費税減税・インボイス実施中止を実現するチャンスです。あなたの願いを一票に託し、切実な声に耳を傾けない政治を転換しましょう。選挙に行きましょう。


もう限界、相次ぐ値上げ


消費税減税で負担軽減を





2022年6月16日時点　JETRO等の情報を基に作成





自公政権は消費税減税を拒否


参院選が政治を変えるチャンス！





各政党の参議院選挙公約等を基に作成
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